
郵便番号

住　　所

氏　　名

29,571 ｋｌ

700 台

170,059 ｔ－CO2

※
受
付
欄

主 た る 事 業
の 業 種

主 た る 事 業
の 内 容

大分類

上記以外の事業者（任意提出事業者）

公務（他に分類されるものを除く） 

地方公務

連 絡 先

第３号様式

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

98

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

（第１面）

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

地方公務

（あて先）川崎市長

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事業活動地球温暖化対策結果報告書

川崎市

川崎市川崎区宮本町1番地

川崎市長　福田　紀彦

210-8577

川崎市川崎区宮本町１番地

川崎市

規則第４条第１号該当事業者

中分類

Ｓ

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名

所 在 地

メールアドレス

電話番号

ＦＡＸ番号

担当部署



（第２面） （第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 2019 年度　～ 2021 年度 （報告年度 2019  年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

川崎市の地球温暖化対策の取組については、ホームページにて公表していま
す。
http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/29-4-0-0-0-0-0-0-0-
0.html

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり



指針様式第２号　　　　　　　　　（第１－１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告 事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１、２、４号該当者等）

 (１) 計画期間における温室効果ガスの排出の量等の状況

　 ア　温室効果ガスの排出の量

（ 2018 年度） （ 2019 年度） （ 年度） （ 年度）

（実） 222,911 （実） 223,923 （実） （実） （実） 205,751

（調） 224,570 （調） 226,190 （調） （調） （調）

（実） -0.5 ％ （実） ％ （実） ％ （実） 7.7 ％
（調） -0.7 ％ （調） ％ （調） ％ （調） ％

　 イ　温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値（任意記載）

基準年度

（ 2018 年度） （ 2019 年度） （ 年度） （ 年度）

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況等についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）（任意記載）

-

排出量原単位
等 の 値

原単位等の単位

目標とした値

活 動 量 の 値

排 出 量
（ｔ-CO2）

削 減 率

原 単 位 等 の 活 動 量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

第１年度 第２年度 第３年度

目 標 排 出 量

【目標】2030年度までに市役所の事業活動に伴う温室効果ガス排出量を2013年度比で23%削減する
※市長事務部局、上下水道局、交通局、病院局、教育委員会を含む川崎市役所全体の削減目標。
【第1年度実績】温室効果ガス排出量計：407千t-CO2（2013年度：415千t-CO2）2013年度比1.7％減

ESCO事業、施設の休館等による施設エネルギー使用量減少に伴い、原油換算エネルギー使用量
及びエネルギー起源CO2排出量は減少（基準年度比6.1％減）したが、廃棄物焼却量の増加（基
準年度比1％増）に伴い、非エネルギーCO2排出量が増加（基準年度比2.7％増）し、全体の実
排出量が1,012t-CO2増加した。

上記評価を踏まえた改善対策など
（第３年度の報告時に記載）

計画期間における排出量増減等の評価
（第３年度の報告時に記載）

排出量原単位
等 の 削 減 率



指針様式第２号　　　　　　　　　（第１－２面）

２　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第３号該当者等）

 (１) 計画期間における温室効果ガスの排出の量等の状況

　 ア　温室効果ガスの排出の量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

（ 2018 年度） （ 2019 年度） （ 年度） （ 年度）

（実） 4,003 （実） 4,000 （実） （実） （実） 3,888

（調） 4,003 （調） 4,000 （調） （調） （調）

（実） 0.1 ％ （実） ％ （実） ％ （実） 2.9 ％

（調） 0.1 ％ （調） ％ （調） ％ （調） ％

　 イ　温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値（任意記載）

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

（ 2018 年度） （ 2019 年度） （ 年度） （ 年度）

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況等についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）（任意記載）

-

目 標 排 出 量

原 単 位 の 活 動 量

排 出 量
（ｔ -CO2）

削 減 率

原単位等の単位

活 動 量 の 値

【目標】2030年度までに市役所の事業活動に伴う温室効果ガス排出量を2013年度比で23%削減する
※市長事務部局、上下水道局、交通局、病院局、教育委員会を含む川崎市役所全体の削減目標。
【第1年度実績】温室効果ガス排出量計：407千t-CO2（内、公用車等：23千t-CO2）（2013年度：
415千t-CO2（内、公用車等：22千t-CO2））2013年度比1.7％減（公用車等3.6％増）

排出量原単位
等 の 削 減 率

計画期間における排出量増減等の評価
（第３年度の報告時に記載）

上記評価を踏まえた改善対策など
（第３年度の報告時に記載）

次世代自動車、低燃費車への更新が進み、基準年度と比較して走行距離が増加（2％
増）しているが、燃料使用量は減少し（0.3％減）、温室効果ガス排出量も減少した
（0.1％減）。

目標とした値

排出量原単位
等 の 値



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第２面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の実施状況

 (１) 措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない装置を実施した場合は、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

市の率先行動推進部会を中心に、実施計画に定める下記取組について推進す
る。
(1)市施設の省エネルギー診断等により運用改善による省エネルギーを推進
(2)施設の新築や改築時等に高効率機器等の環境配慮技術の導入を推進
(3)麻生区役所、麻生スポーツセンターでのＥＳＣＯ事業の実施
(4)公用車における次世代自動車、低公害・低燃費車等の導入
(5)廃棄物発電を活用したごみ収集車等導入事業の推進
(6)環境配慮電力入札等の環境配慮契約の推進
(7)グリーン購入の推進

(1)市施設の省エネルギー診断を11施設で実施し、運用改善による省エネルギーを推進し
た。
(2)市施設におけるLED化の推進について検討を行い、令和2、3年度のモデル事業実施を
決定した。
(3)麻生スポーツセンター、川崎市産業振興会館にてESCO事業を実施し、施設エネルギー
使用量を削減した。
(4)公用車における次世代自動車、低公害・低燃費車等の導入を推進した。（基準年度比
3.8％増）
(5)廃棄物発電の自己託送（供給先12施設）により、温室効果ガス排出量の削減を図っ
た。
(6)(7)平成31年度川崎市環境配慮契約推進方針及び平成31年度川崎市グリーン購入推進
方針に基づく環境に配慮した契約、物品購入等を推進した。

第３年度

計　画

第１年度

第２年度

計画期間における取組の評価
（第３年度の報告時に記載）



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第３面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用等

　 ア　前年度における再生可能エネルギー源等の利用に係る検討状況

（追加検討を実施した場合は「〇」、追加の検討を実施していない場合は「×」を記載してくだ

さい。また、追加検討を実施した場合はその結果を記載してください。）

追加検討
の 有 無

〇

×

×

〇

その他（ ）

その他（ ）

　 イ　再生可能エネルギー源等を利用した設備の導入状況・計画及び再生可能エネルギー源等の

価値の保有状況・計画

 (３) 前年度に実施したエネルギーの効率的な利用を図るための設備等の導入状況
（追加導入がある場合は「〇」、追加導入がない場合は「×」を記載してください。）

追加導入の有
無

追加導入の有無

× ×

× その他（ ）

〇 その他（ ）

電気自動車等から建物等への給電
設備

EV、PHV、FCV

設備等の種類 設備等の種類

電気自動車等への充電設備

現在、建替中（令和5年度完成予定）の橘処理センターにて、施設内の電力、給
湯等のため、廃棄物エネルギー（発電、熱利用）を利用予定。

概要(規模、場所など)

再生可能エネルギー
源 等 の 種 類

太 陽 光

風 力

バ イ オ マ ス

未 利 用 エ ネ ル ギ ー

検　討　結　果

令和2年度設置予定：等々力硬式野球場（約12kW）
令和5年度設置予定：橘処理センター資源化処理施設（40kW）

導入(保有)年度種類

エネルギー管理システム
（FEMS、BEMS等）



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第４面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

なし

第１年度

なし

第２年度

第３年度

５　その他、地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

市域の2030年度における温室効果ガス排出量削減目標「1990年度比30%以上削減、
2013年度比20%以上削減」のため、基本理念「マルチベネフィットの地球温暖化対策
等により低炭素社会を構築」を踏まえた次の基本方針に基づく取組を進める。
１．温室効果ガス排出量の削減を進める
２．再生可能エネルギー等の導入とエネルギーの最適利用を進める
３．気候変動への適応を進める
４．環境技術・環境産業により貢献する
５．市民・事業者・行政の連携・協働を進める

第１年度

１．2050年の脱炭素社会の実現に向けた取組等について検討を行った。
２．住宅用太陽光発電設備と蓄電池を併せた導入や、電気自動車（EV）等の蓄電機能
の有効活用の導入補助を実施した。
３．気候変動に係る情報収集機能の強化について検討を行った。
４．優れた環境技術・製品等を認定する低CO2川崎ブランドを新たに12件認定した。
５．川崎温暖化対策推進会議（CC川崎エコ会議）や市民・事業者と協働したCOOL
CHOICEをはじめとする取組を推進した。

第２年度

第３年度



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第５面）

６　基準年度からのエネルギー起源CO2の排出の量等の推移（１、２号該当者等）

 (１) 事業者単位

57,315 t-CO2 53,864 t-CO2 t-CO2 t-CO2

30,483 KL 29,571 KL KL KL

 (２) 事業所等単位

 　ア　基準年における年間の原油換算エネルギー使用量が 1,500kl 以上の事業所

川崎市中央卸売市場北部市場

川崎市庁舎

　 イ　基準年における年間の原油換算エネルギー使用量が 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所

多摩区役所庁舎

かわさき新産業創造センター

地方卸売市場南部市場

川崎市民プラザ

川崎シンフォニーホール

川崎競輪場

とどろきアリーナ

かわさき南部斎苑

浮島処理センター

堤根処理センター

かわさき北部斎苑

事業所の名称 事業所の所在地

事業所の名称 事業所の所在地

エネルギー起源CO2の排出量（t-CO2）

エネルギー起源CO2の排出量（t-CO2）

第１年度

第２年度 第３年度

1,253

第２年度 第３年度

1,585

宮前区水沢１－１－１

川崎区宮本町１番地

第２年度 第３年度

原油換算エネルギー
使用量

事業所の数 663 657

エネルギー起源
CO2排出量

多摩区登戸1775-1

幸区新川崎 7-7

幸区南幸町3-149

高津区下作延6-18-1

基準年度 第１年度

基準年度 第１年度

4,100

2,972

4,629

3,080

基準年度

2,078

1,850

1,711

1,129

1,968

1,896

1,615

高津区新作1-19-1

幸区大宮町1310番地

川崎区富士見2-1-6

中原区等々力1-3

川崎区夜光3-2-7

川崎区浮島町509番地1

川崎区堤根52

1,644

1,516

1,501

1,351

1,337

1,157

1,134

1,336

1,396

1,243

1,296

1,339

628



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第６面）

７　基準年度からの温室効果ガスの排出の量等の推移（３号該当者等）

 (１) 自動車に係る温室効果ガスの排出量等

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2

台 台 台 台

 (２) 車両の内訳

ア　車両の種別

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

 イ　燃料の種別

2 台 台 台 台 0.3 ％

台 台 台 台 - ％

163 台 台 台 台 26.3 ％

3 台 台 台 台 0.4 ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

66 台 台 台 台 8.7 ％

184 台 台 台 台 27.6 ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

285 台 台 台 台 36.7 ％

※  低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準
 　（トップランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

その他

ガソリン自動車
（上記を除く）

ディーゼル自動車
（上記を除く）

ＬＰＧガス車

その他（上記を除く）

上記以外

低
燃
費
車

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス

乗用自動車

特種自動車

3

700

第１年度

3

92

2

基準年度

車 両 の 台 数

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

4,0004,003

第２年度

第２年度

台数台数 台数

第１年度

468

104 102

184

193

257

61

34

703

第３年度

2

基準年度

92

第３年度

25

最新年度
の比率

476

次
世
代
自
動
車

電気自動車

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
自動車

台数

ハイブリッド自動車

燃料電池自動車

天然ガス自動車

3

2

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第７面）

８　事業者における基準年度からの温室効果ガスの種類ごとの排出量の推移（４号該当者等）

目標排出量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 （ｔ-CO2）

159,684 164,051 148,380

5,912 6,008 5,853

⑤ＨＦＣ

⑥ＰＦＣ

温室効果ガスの量（ｔ-CO2）

⑦ＳＦ６

⑧ＮＦ３

温室効果ガスの種類

①非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2（②除く）

②廃棄物の原燃料使用に伴う
非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源 CO2

③ＣＨ４

④Ｎ２Ｏ


